
０．はじめに

産業廃棄物処理に関して政策争点・問題点として一般に指摘されるのは、排

出事業者責任が徹底していないという点である。具体的には、地方自治体の規

制力の弱さ、処理業者への委託が認められているため排出事業者の処理責任が

曖昧にされること、不法投棄に対しての罰則規定が弱いことなどが指摘されて

きた。こうした指摘が繰り返される中で、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（昭和４５年１２月２５日法律第１３７号。以下、廃棄物処理法とする。）の改正が重ねら

れ、事業者処理責任の厳格化といった改善が徐々にすすみつつある。

本稿では、こうした産業廃棄物に関連した規制行政の一般的な議論ではなく、

都道府県を中心とした公共部門が産業廃棄物処理施設の整備に乗り出す、いわ

ゆる「公共関与」政策をとりあげる。１９７０年に廃棄物処理法が制定されて以来、

中央政府の機関委任事務としてではあるが、都道府県が産業廃棄物についての
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管理・政策主体として位置付けられてきた。その役割は単に産業廃棄物処理業

者への指導・監督、許認可といった直接規制的な事務の実施に止まらず、産業

廃棄物の処理施設を建設するという政策（公共関与政策）も実施されてきた。

ここが本稿の分析の焦点である。

筆者は別稿において産業廃棄物処理への「公共関与」の定義や制度概要、政

策史について整理した。わが国の公共関与政策について、第Ⅰ期（１９７０－１９９２年）：

自治体単独による公共関与、第Ⅱ期（１９９２－２０００年）：中央政府の財政・金融的措

置＝「廃棄物処理センター」方式の導入、第Ⅲ期（２０００年以降）：「廃棄物処理

センター」方式の強化・拡充、という三つの時期区分が可能であった（拙稿、

２００６）。

本稿では、はじめに１９９０年代の公共関与をめぐる論議について概観し、その

上で本稿の分析視角を明らかにする。さらに、この視角に基づいて２つの事例

を分析する。取り上げる事例は、秋田県および岩手県における公共関与政策で

図１ 公共関与による産業廃棄物処理事業の運営形態
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出所：（財）産業廃棄物処理事業振興財団「公共関与による産業廃棄物処理施設整備：
廃棄物処理センター制度活用のあらまし」および沖縄県「産業廃棄物の適正処理推進
に関する研究会」資料より筆者作成。
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ある。秋田県では、県単独事業による公共関与政策が全国でももっとも早い時

期から実施されていた。岩手県では、「産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備

の促進に関する法律」（平成４年５月２７日法律第６２号。以下、特定施設整備法と

する）に基づき「廃棄物処理センター（以下、処理センターとする）」方式が全

国で一番初めに導入された。図１は公共関与の運営形態についてまとめたもの

であるが、図中の（A）にあたるのが秋田県の事例であり、（B）にあたるのが岩

手県の事例である。それぞれ第Ⅰ期、第Ⅱ期の典型例である。

本稿の目的は、具体的な事例に基づき公共関与政策の実態を分析し、政策目

的の変遷やこの政策がいかなる財政制度・構造の下で展開されてきたのかを明

らかし、その意味を考察することである。こうした作業を通じて、わが国の産

業廃棄物処理について、地方自治体をはじめとした公共部門が担ってきた役割

と意義の一端が明らかになるであろう。

１．１９９０年代の公共関与をめぐる議論と本稿の分析視角１）

１９７０年代にも公共関与についての議論がなされたが（拙稿、２００６）、ここでは

１９９０年代の議論を概観する。その上で本稿が取り上げる２つの事例にたいする

分析視角について述べる。

１．１ １９９０年代の公共関与をめぐる議論

１９９１年におこなわれた廃棄物処理法の改正と特定施設整備法の制定（１９９２年）

により、地方自治体がこれまで独自に行ってきた公共関与政策にくわえ、新た

に中央政府が推奨する処理センター方式が登場した。こうした政策変遷の中で、

いくつかの議論が展開された。

植田（１９９２）は、公共関与によって建設された施設の運営に言及し、廃棄物

受け入れに際した処分料金の水準が問題になるという。民間にくらべて低い料

金設定であれば予定より早く埋立が完了し、新たな造成が求められ、さらに民

業圧迫という批判があがるであろう。逆に民間に比べ高い価格設定をしてしま
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うと、廃棄物は集まらない。いずれの場合も、財政負担が公共部門に及ぶ。こ

のような事態に陥らないためには、民間の処分場が産業廃棄物処理にかかわる

費用をすべて内部化した上で処分料金を設定するという条件が成立していなけ

ればならない。また、公共関与による最終処分場の整備は、民間の処分場や不

法投棄に対する規制の強化とセットでなければ、不法投棄の防止という目標を

実現することは困難であると主張している。さらに植田は、現状の料金水準に

ついて過小評価されているとし、大量社会を温存することにつながっていると

指摘している（１２４－１２９頁）。

熊本（１９９６）は、公共関与による施設の建設が有害廃棄物の公的管理にとっ

て有効であるとの見解を示している。公共部門による負担が大きいために廃棄

物の発生抑制につながらないという政策実態を批判した上で、公共部門が処分

場を管理し、処理・処分に要する費用は事業者にすべて負担させるならば、事

業者処理責任の原則の実現につながるとし、適正処理を実現させる可能性があ

るとしている。また、熊本（１９９９）では、とくに有害な廃棄物については回収

から一貫して公共部門が担い、回収費用や処理費用は事業者に負担させるべき

として、スウェーデンの例を挙げている（９８頁）。

田口（１９９８）は、中央政府が推奨する処理センター方式が全国に浸透しない

理由について次のような問題点を挙げる。第一に、取り扱う廃棄物の種類が特

別管理廃棄物であり、地域住民がもっとも抵抗を感じる処理施設であること。

第二に、産業廃棄物と一般廃棄物の共同処理が市町村処理と事業者処理の原則

について曖昧になる点。第三に、特別管理廃棄物の発生源である大都市圏での

設置が進んでおらず、地方の設置が先行していることから、越境搬入（広域移

動）が危惧されるということ、である。こうした問題点から地域住民の理解を

得ることができずに浸透していないとした上で、いくつかの事例を挙げながら、

廃棄物の処理能力の拡大を前提にした政策であること、地域住民の合意がない

まま非民主的な決まり方をしている点などを批判している（１４０－１５０頁）。

来生（１９９７）は、①公共部門による関与が低い料金設定を可能にし、廃棄物

減量へのインセンティブを弱めること、②低い価格設定によって民間業者が市
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場から締め出されること、という二点を挙げて、適正原価主義を徹底させるこ

との重要を主張している（３５６－３５８頁）。

阿部（１９９４）は、この処理センター方式を「産廃の処理場に関し、監督シス

テムのほかに、助成システムを導入するもの」として規定した上で、処分場の

不足への対応として、施設の整備だけでなく、廃棄物の減量化という施策があ

るとし、処理センター方式の導入は、減量化の努力が不十分になると指摘して

いる（９－１０頁）。

以上のように、１９９０年代の公共関与についての議論は、廃棄物処理料金をど

の水準に設定するのかが焦点となり、低い水準にとどまる場合、事業者処理責

任を空洞化し、発生抑制につながらないという批判、料金水準設定の困難さに

ついての指摘、公共関与施設の建設と同時に、民間の処理業者への規制の必要

性を主張するものであった。また、田口のように、地方への廃棄物の広域移動

および地方で処理・処分されるという「広域処理」の受け皿という政策の導入

目的に対する危惧も指摘されていた。

１．２ 事例分析の視角

１９９０年代の公共関与政策をめぐる議論によれば、料金水準が最も重要な論点

になっており、その水準いかんで公共関与の評価も変わってくる。料金水準の

検討は避けて通れぬ論点であろうが、料金水準のみで公共関与についての評価

を下し、議論することは、次の点で不十分と考えられる。

第一に、地方財政との関係が切り離されてしまうという点である。料金水準

のみが問題にされるならば、施設整備やその資金調達に関連する地方財政制度、

中央政府との財政関係が後景に押しやられてしまうのではないか。のちの分析

で明らかになるように、とくに１９９２年の特定施設整備法の制定以降、中央政府

による地方財政措置が大きな意味を持つようになる。この点で、料金水準のみ

に焦点を当てて実態分析を行うことは不十分であるといえよう。

第二に、資料的な制約からも料金水準が原価に基づくものかどうかの検討が

困難になる場合がある。
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第三に、植田が指摘しているとおり、料金水準の判断基準となる原価計算の

困難性である。原価に基づいて料金を設定していても、その原価に何が加え入

れられるのかは重大な問題である。植田は補助金が原価計算から除かれている

こと、環境への影響を考慮しないことなどから、原価そのものの設定を問い直

すべきとしている（植田、１９９２、１２８頁）。

第四に、廃棄物処理法では適正原価主義に基づく料金設定をするよう定めら

れているものの、実際は周辺の民間処理業者や他地域の公共関与施設における

料金体系をにらみつつ、料金水準が設定されているという事実である２）。このよ

うに決定された料金水準を、単純に原価とそれに対する高低で判断することは

避けるべきである。

以上のことから、本稿では、①施設整備・処分場造成の財政構造、②運営状

況について検討し、料金水準の高低は中心の論点としない。料金水準の検討は

重要であるが、背景にある財政活動、とくに建設財源についての分析がより重

要である。

２．事例分析１：秋田県－県単独の公共関与

ここでは秋田県における産業廃棄物処理への公共関与の歴史的経緯を分析し、

政策目的について明らかにし、その上で、こうした政策のための財政支出およ

び運営実態を明らかにする。分析対象は財団法人秋田県環境保全公社（２０００年

４月より秋田県総合公社に統合され、現在の担当は秋田県総合公社環境保全局）

である。

２．１ 秋田県における公共関与政策のはじまりと位置づけ

１９７０年の廃棄物処理法の制定によって、各県ごとに「産業廃棄物処理計画」

の策定が求められるなど、都道府県が産業廃棄物に関連する業務を担うことと

なった。秋田県の行政文書によれば、県が早い時期から県単独による公共関与

政策の実施を模索してきたことがわかる。
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１９７０年の廃棄物処理法制定にともない、一般廃棄物と産業廃棄物が法律上区

分されたが、その２年後の１９７２年、秋田県産業廃棄物処理対策プロジェクトチー

ムが『秋田県における産業廃棄物処理の基本構想報告書』を策定している。こ

のなかで、産業廃棄物の質の多様さ、排出量の地域的多様さ、排出される地域

が分散していることから、広域的処理が望まれ、県内を４から６ブロックに分

けて処理計画を考えていく必要性があるとされ、さらに、この広域的処理に対

応した施設整備事業の実施が盛り込まれている。それによれば、

「広域的処理施設の設置は法（廃棄物処理法の都道府県の役割規定）の趣

旨からみても県が主体となって広域市町村圏組合等と協議し促進すべきも

のと考えるが国における産業廃棄物処理対策の動向等を見極めながら具体

的検討を進めるべきものである。
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とされ、また、運営費等については、
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と記述されている。

このような秋田県における公共関与政策の構想は、当時の廃棄物処理法の規

定にある「広域的に処理することが適当と思われる」産業廃棄物を都道府県が

処理するという規定に沿ったものであった。さらに、この報告書をもとに作ら

れた「秋田県産業廃棄物処理計画（１９７４年２月）」では、公共関与による施設整

備についてさらに踏み込んだ表現をしている。この処理計画は資料を除けば８

頁と分量はないが、「中小企業のため県の設置する最終処分施設」という項目を

設け、公共関与による施設整備について具体的に言及している。

「県は広域処理体系を確立し、これにもとづき県内をおおむね北鹿、能代
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山本、秋田湾臨海、本荘由利、県南の５ブロックに圏域を設定し、圏域ご

とに１か所の最終処分地を確保し必要に応じて前処理施設を設置するもの

とする。」

として、具体的な用地面積の数値、設置目標年度等が記載されている点が注目

される。しかし実際には、この計画は実行されることなく、２００６年現在、秋田

湾臨海地域の協和町（２００５年３月大仙市に合併）に１ヵ所設置されるに止まっ

ている。

この「処理計画」が策定された２年後の１９７６年１０月、「秋田県環境保全セン

ター」（以下、保全センターとする）が事業を開始した。県直営の保全センター

は、秋田県中央部、秋田市内から２０kmほど南東に設置する秋田県仙北郡協和町

（現在、大仙市）に設置され、管理・運営は同時に設立した財団法人秋田環境保

全公社（２０００年４月より財団法人秋田県総合公社に統合・改組）に委託された。

１９７６年以前に廃棄物問題の解決のために設立された地方公社は全国で３例ほど

であったが、一般廃棄物を合わせて処理せず、産業廃棄物処理に特化した公共

関与の事例としては、全国初であったと推定される５）。

設置当初の施設の概要は表１のとおりである。

「財団法人 秋田県環境保全公社設立趣意書」によれば、設立の背景について

次のように記されている６）。

「近年における経済成長と科学技術の進歩は国民生活に繁栄をもたらした

が、反面、産業活動の急速な発展は物資消費の増大をもたらし、廃棄物も

量的に膨大化を招き、その種類、性状も多岐にわたつている。

現在、これらの廃棄物は必ずしも適正に処理されているとはいいがたい

表１ 秋田県環境保全センターの設立当初の施設概要
区分 施設名等 規模

中間処理施設
（１９７７年設置）

粉砕機 ５０t／日
焼却炉２基 ３５t／日×２

管理型最終処分場
面積 ６万８，８３９m２

容積 ６８万８，３９７m３

出所：『秋田県環境白書』１９８２年度版、１４９頁より筆者作成
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ため、様々な形で環境の汚染に結びつき、重大な社会問題をひきおこし、

各方面からその対策の樹立が強く望まれている。

このような現状にかんがみ、廃棄物の処理を適正かつ合理的に行い、も

つて県民の生活環境を保全し、公衆衛生の向上に寄与するため、財団法人

秋田県環境保全公社を創立しようとするものである。」（原文のまま）

このように、生活環境の保全と公衆衛生向上が目的として掲げられていた。

すでに述べたとおり、秋田県では公共関与政策の目的として、中小企業政策の

側面が強調されていた。ところが、環境保全公社の初期の事業計画をみる限り、

こうした事業目的は明示的に掲げられていない。

とはいえ、１９７９年度版の『秋田県の公害』（８２頁）では、

「産業廃棄物の処理は、事業者自からによる処理がすすんでいるが、県内

の大多数を占める中小企業は、経営基盤が脱弱で資金力に乏しいため、自

力で中間処理施設の設置及び最終処分場の確保が困難な状況にある。この

ため、事業者による広域的な共同処理を推進することが必要となっている。」

と、「中小企業対策や広域処理の一形態」として環境保全センターを設置したと

されており、中小企業対策が公共関与政策の主目的であったことがうかがえる。

環境保全公社の事業計画のなかにこうした目的が明示されるのは１９８７年度が最

初であり、それ以後同様の記述が事業計画のなかに記載されるようになる。す

なわち、

「秋田県より環境保全センターの管理を受託して、県内企業の事業活動に

よって生じた産業廃棄物を適正かつ合理的に処理し、県民の生活環境の保

全及び公衆衛生の向上を図るとともに、本
�

県
�

産
�

業
�

の
�

振
�

興
�

に
�

寄
�

与
�

す
�

る
�

。７）」（傍

点―筆者）

とされ、中小企業の産業廃棄物処理対策から一歩踏み込んで、それを通じた産

業振興策という政策目標が明確に掲げられた。

以上のように、秋田県における県単独の公共関与政策は当初から中小企業の

産業廃棄物処理を補完するものとして計画され、操業開始後の行政の文書を見

る限りにおいてもこのことが強調されていた。生活環境の保全と公衆衛生の向
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上とともに、中小企業振興・産業振興の役割が強調されていた。

２．２ 建設事業費と県財政負担

次に、施設建設事業費の財源構成をみていく８）。

表２の施設整備は、県財政による単独事業として実施されてきた。上に掲げ

た約７０億円のすべてが県財政から支出され、国庫補助やその他の負担はない。

その財源内訳についての詳細な資料は入手できなかったが、明らかになった限

りの財源調達・構造について述べる。

まず、管理型最終処分場９）である A区埋立地の造成は、産業廃棄物処理事業債１０）

が活用されている。鈴木（１９７７）において、「昭和５０年の（産業廃棄物処理事業

債の）許可実績は、都道府県（秋田、愛知、大阪、兵庫の四府県）及び指定都

市（大阪市）において、５７億４，１００万円であった。」（６１２頁）との記述が残されて

おり、産業廃棄物処理事業債が充てられたことがうかがえる。ただし、当時の

起債充当率は査定事業費の７０％とされており、少なくとも事業費の３０％につい

ては県の一般財源から直接支出されたと考えられる。

B区と C区の造成にかかる費用はどのような財政構造になっているであろう

か。１９８９年の『地方債統計年報』から、産業廃棄物処理事業債の発行許可額に

ついて、都道府県・政令指定都市別に判別できる形で記載されている。これに

よれば、秋田県が B区及び C区を造成する時期に産業廃棄物処理事業債が発行

表２ 秋田県の公共関与政策の施設建設事業費用

埋立地（管理型）
A区 B区 C区

埋立期間 １９７６～１９９２年 １９９２～１９９６年 １９９６～２００６年
埋立面積 ６万８，８００m２ ４万m２ ７万５，０００m２

整備費 ４億４，３２７万円 １７億８，５１２万円 ２８億７，０３８万円

排水処理施設 管理棟
整備開始時期 １９９１年 １９９３年
整備費用 １５億５，９５４万円 ３億１４２万円

出所：秋田県の行政資料および秋田県環境保全公社理事会資料から筆者作成
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許可されたことを示す記載は見あたらない。したがって、Bおよび C区の造成

にあたってはこの地方債制度が活用されなかったと推測できる。産業廃棄物処

理事業債は１９８０年から起債充当率が１００％となり、地方自治体にとって有利な地

方債ではあったが、元利償還に対する地方交付税措置が採られていないためか、

秋田県は Bおよび C区造成に際してこの地方債制度を利用しなかったことがう

かがえる。厚生省生活衛生局水道環境部（２０００）によれば、秋田県の公共関与

事業について、建設財源のうち８０％を起債、２０％を県の一般財源からまかなっ

ているとしており、起債については、１９９８年まで環境事業団、１９９９年以降は日本

政策投資銀行が融資担当であるとしている。

いずれにしても、保全センターの施設建設費用は、中央政府による財政・金

融的措置などを受けることなく、すべて地方債をはじめとした県単独の財政負

担によってまかなわれてきたといえる。

また、施設建設費用の他に、県から保全センターを通じ、地元自治体である

協和町に対して、「保全センター周辺整備協力金」として１９９２年から毎年２，０００万

円の助成措置がとられている。

２００６年現在、新たな管理型最終処分場の D区（３４万m２）の造成が行われてい

る。全体を３つの工事期に分け、現在着手している第１期の工事分の建設費用

は、７５億円が見込まれている。第７区画から第１区画までを順次造成し（現在

は第７および６区画を造成中）、５７年間運用する大規模な管理型処分場を予定し

ている。秋田県では、D区造成事業で、はじめて国庫補助事業「産業廃棄物処

理施設モデル的整備事業」に申請し、適用を受けた。秋田県ではこれまで、中

央政府による支援制度の活用を躊躇してきた。国庫補助制度を利用することで、

他県からの廃棄物も受け入れるという、いわば「広域処理の原則」に基づいた

施設運営を迫られる可能性があったためである。こうした広域処理に対しては

住民の強い反発がある。秋田県によれば、本事業は広域処理が要件になってい

なかったため国庫補助を活用して建設事業を実施したという。補助対象事業費

の４分の１国庫補助および同額の県の支出、つまり事業全体の半額が公共部門

による負担によって建設されている１１）。
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２．３ 秋田県環境保全センターの運営実態

次に秋田県環境保全センターの運営方式・状況を見ていく。

保全センターの管理・運営を県から委託されているのが秋田県環境保全公社

（２０００年より県総合公社に統合。以下、公社とする。）である。公社の基本財産

内訳は、県：１，５００万円、周辺２６市町村：１，８５０万円、業界四団体（秋田県建設業

協会、秋田県木材産業協同組合、秋田県商工会連合会、秋田県商工会議所）：１，５５０

万円、の計４，１８０万円である。２００５年８月時点で１６名の職員によって運営されて

おり、一日平均２００台のトラックが、５００トンの廃棄物を搬入している。なお、

搬入の際にマニフェストによって県内で発生した廃棄物であることを確認して

おり、県外からの産業廃棄物の受け入れは行っていない。住民からの反発が予

想されること、また、秋田県が県外からの産廃持込については事前協議制をと

り、規制していることがその理由である。

また、保全センターでは大企業・大規模事業所からの廃棄物の持ち込みは原

則として行っておらず、中小企業政策としての性格を明確に打ち出している。

いくつかの大規模事業所からの受け入れ実績はこれまで全く無いわけではない。

しかし、こうした場合は県が事業所に対して排出削減計画の提出を求め、行政

指導を行い、できるだけ早期に自社処分が実施されるように促している１２）。

グラフ１は、保全センターの廃棄物受け入れ実績である。これによれば、１９９１

年以降、中間処理は行われておらず、管理型最終処分場への埋立が主な業務で

あることがわかる。秋田県の２００４年度の産業廃棄物の県内の最終処分量は６１．３万

トンであった。そのうち排出事業者による自己処理が５６％、民間処理業者２５％、

これに続くのが、保全センターでの受け入れ１８％である。管理型処分場への搬

入量に限るならば、県内の約５０％を占めている１３）。

保全センターに搬入する際に事業者から徴収される処理料金は、すべて県の

収入として一般財源に入る。埋立処理や施設運営にかかる費用は、県が毎年公

社に対して委託料として支払う。グラフ２は県からの委託料すなわち、管理・運

営費の変遷を示したものである。これによれば、１９９２年から環境保全センター

の管理・運営費が増加している。これは、１９９２年からこの委託費の中に、地元
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自治体である協和町への助成金２，０００万円が保全センターを通じて支出されるよ

うになったためであり、また、排水処理施設の新設、管理棟の設置、フロン回

収機や発泡スチロール処理機の導入などによる増加と考えられる。

グラフ１ 秋田県環境保全センターの廃棄物受け入れ実績

グラフ２ 秋田県から環境保全センターへの委託料
（管理・運営費）の推移

出所：秋田県環境保全公社資料より筆者作成

出所：グラフ１に同じ
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グラフ３は保全センターの料金収入から管理・運営費（委託料）を引いた額、

すなわち公共関与政策による秋田県の収支と廃棄物の処理・処分量を示したも

のである。これによると、１９９１年頃まで県の収支は利益がでるかでないかの水

準であり、処理料金は施設の管理・運営費、いわばランニングコストだけをま

かなう水準に設定されていたことがわかる。

１９９２年以降、県は施設整備費充当分の費用も処理料金に折り込む方針を立て、

処理料金の値上げをすることとした。廃棄物を持ち込んでいる業者に配慮し急

激な値上げを避け、二年ごと順次値上げを実施し、１９９８年に料金収入と施設整

備費充当分を含む管理・運営費用がバランスする料金水準に達した１４）。グラフ３

において、１９９２年以降に県財政の収入が増大しているのはこのためである。ま

た、１９９９年から埋立終了後の維持管理費用が処理料金に上乗せされることとなっ

た。以上のように、保全センターは１９９２年から１９９８年にかけて建設費の回収を考

慮した料金体系へと段階的に料金水準を上げていったが、それまでは管理・運

営費をまかなう水準に料金設定されており、建設事業費の回収を意図していな

かった。２０００年以降は管理・運営費を差し引いて年間１０億円前後の資金を回収

している。これまでの最終処分場、管理棟、排水処理といった施設整備・建設

グラフ３ 秋田県環境保全センターの運営状況

出所：グラフ１および２に同じ
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に係る費用のうち、明確に判明している額は、約７０億円（１９７６～２０００年）にのぼ

る。それに対してこれまでの収入の累計は９０億円近くにのぼり、建設資金の回

収が順調にすすみつつあるといえる。

秋田県では、中央政府が推進している特定施設整備法の適用や処理センター

の指定を受けることは今後も考えていないという１５）。「基本的には廃棄物処理セ

ンターの指定を受け、国の支援を仰ぐことが望ましいが、①県直営事業という

形態が指定の要件に当てはまらない、②指定に向けて法人化を図る場合、県直

営事業であるがゆえに地元住民が信頼を寄せてきたという面があり、住民への

理解を求めるのが難しい１６）」としている。

以上、秋田県による県単独の公共関与政策の経緯と実態を明らかにしてきた。

１９７６年に操業が開始された保全センターは、中小企業が排出する産業廃棄物の

処理を支援するものとして位置付けられ導入の検討がはじめられた。生活環境

の保全と公衆衛生の向上、県内の産業振興や中小企業の支援を目的として掲げ

ていた。業務内容は埋立処分を中心とし、県独自の財源によって施設整備を実

施してきた。１９９２年から施設建設費用の回収を意図して処理料金の値上げを順

次行い、その結果、建設資金や埋め立て後の維持管理の費用も含めた資金回収

に目処がたっている。

施設建設の財源について、１９７０年代には産業廃棄物処理事業債が利用された

が、その後の B区 C区の建設には用いられていないと推測され、県は中央政府

との財政関係をつよく結ぶことなく政策を進めてきたことがうかがえる。１９９２

年に制定された特定施設整備法などの中央政府による支援制度の利用は、財政

負担の軽減という点から望ましいと認識されながらも、広域処理という要件が

あることなどがネックになり、利用が躊躇されてきた。２００６年現在行われてい

る D区の造成については、広域処理の受け皿としての運用が要件になっていな

かったことから、初めて中央政府の制度（産業廃棄物処理施設モデル的整備事

業）に申請し国庫補助を受けた１７）。

このように、秋田県のおける公共関与は、一部産業廃棄物処理事業債の活用

があったものの、中央政府による公共関与政策とは独立した形で進められてき
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た。建設に際しての財政負担は県単独であり、これにより、政策目的の設定や

料金水準の決定について、受け入れ企業を中小企業に限定するなど、比較的柔

軟な運用と独自の判断が可能であったといえよう。

３．事例分析２：岩手県－処理センター方式の導入１８）

ここでは、岩手県において実施されている処理センター方式による公共関与

政策について、政策目的や財政構造などについて分析していく。岩手県では１９９２

年に成立した特定施設整備法１９）に基づいて公共関与政策を実施しており、指定第

１号の事例である。ここではとくに中央政府による財政・金融的支援を念頭に

置きながら事例分析を行う。はじめに、岩手県における公共関与政策の位置付

けを概観し、さらに、処理センターであるいわてクリーンセンターの設置にか

かる諸経費とその財源構成、運営実態をみていく。

３．１ 岩手県における公共関与政策の位置づけ

過去の岩手県の産業廃棄物政策について入手可能なもので最も古い資料は「第

二次岩手県産業廃棄物処理計画」（１９８４年２月）である。この中で、県は公共関

与に対して慎重な姿勢を示している。事業者へのアンケートで産業廃棄物処理

について困っていると答えた企業が少ないこと、処理業者による埋立地の造成

が増加していること、公共関与によって処理業者との競合が懸念され、再利用

や再資源化の促進を阻害しかねないことなどが挙げられ、公共関与政策につい

て消極的な結論が出されている。しかし、４年後の１９８８年、県は一転して公共

関与による施設整備の方針を打ち出している。この背景として、①管理型廃棄

物処分場の不足、②住民との間に紛争が生じ、今後の立地が困難であると予想

されること、③生活環境や自然環境への悪影響の懸念と産業の発展にとって阻

害要因となりうること、④事業者団体や処理業者団体からの要望、が挙げられ

ている（滝川ほか、１９９６）。

当初、県は単独事業での公共関与施設の建設実施を予定していたが、特定施
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設整備法制定の見通しが立ったことから、この制度に沿って施設整備を行うこ

ととした。こうしていわてクリーンセンターの運営を担っている財団法人クリー

ンいわて事業団は、１９９３年１月に「廃棄物処理センター」として厚生大臣から

全国初の指定を受けた。

１９９４年に策定された「第三次岩手県産業廃棄物処理計画」において、「適切な

公共関与の推進」が掲げられ、この政策目的について次のように記述されてい

る。

「住民の信頼が得られるような適正処理を実現するとともに、今後の処理

レベル向上の誘導的指標としながら排出事業者等による処理施設整備を指

導し、本県における長期・安定的な産業廃棄物処理体制の整備を促進する

ものとする。」（２４頁）

つまり、ここでは①適正処理の実現、②民間の処理レベル向上のための誘導

的指標、③産業廃棄物処理体制の整備促進、が公共関与の政策目的として位置

付けられている。

ここで注目すべきは②の点である。

「この施設（廃棄物処理センター）は、高度な処理技術及び公害防止技術

を駆使し、かつ、周辺環境との調和にも十分配慮した住民の信頼が得られ

るモデル施設とし、今後の適
�

正
�

処
�

理
�

水
�

準
�

へ
�

の
�

誘
�

導
�

指
�

標
�

と
�

す
�

る
�

ものである。２０）」

（傍点、括弧内―筆者）

公共関与のねらいとして県が強調しているのは、適正な処理価格を既存の産

業廃棄物処理業者や排出事業者に認識させ、民間による適正処理を誘導すると

いう点である。県内の処理業者に対して適正な処理費用の認識を広げるための

誘導手段として位置付ける考え方は中央政府の公共関与推進のなかでは見られ

ない点であり、特徴的であるといえよう。中央政府による公共関与の支援＝特

定施設整備法の意図は、特別管理廃棄物の処理と広域処理の受け皿づくり、お

よび産業基盤としての処理施設整備であったが（拙稿、２００６）、岩手県では当初

から、こうした中央政府の意図とは別の政策目的も設定していたのである。
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３．２ 施設建設事業費の財政構造

次に廃棄物処理センター制度に基づいて整備された「いわてクリーンセンター」

について、その施設整備に係る経費とその財政構造をみていく。

いわてクリーンセンター（写真１）は、岩手県の県南部、江刺市（２００６年２

月２０日に合併し奥州市となる）に設置され、１９９５年９月に操業を開始した。敷

地面積は約３４ha、処理施設の概要は表３のとおりである。県内では数少ない特

別管理廃棄物である医療廃棄物や有機汚泥の焼却処理が可能な施設を持つ。図

２は、処理工程図である。同じ敷地内には中間処理施設、最終処分場以外にス

ポーツ・レクリエーション施設「えさしクリーンパーク」があり、焼却処理施

設の余熱を利用した温水プールや入浴施設がある。

表４は、施設整備費用についての財源を示したものである。建設費用総額は

余熱利用施設も含めると、９３億円にのぼる。

財源の中でもっとも大きな割合を占めるのが借入金である。その中でも NTT

写真１ いわてクリーンセンター全景

（２００５年６月 筆者撮影）
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表３ いわてクリーンセンターの施設の概要

名 称／いわてクリーンセンター
【焼却施設・最終処分場・水処理施設・防災調整池】

所 在 地／岩手県奥州市江刺区岩谷堂大沢田１１３
敷地面積／３４ha

１．焼却施設
能力／ ７５t／２４h
主炉（流動床方式）：６０t／２４h
副炉（ロータリーキルン＋ストーカ方式）：１５t／２４h

２．最終処分場
型式／ 管理型埋立処分場
能力／ 埋立面積 ３８，０００m２ （全体面積 １１３，０００m２）
埋立容量 ３８４，８００m３ （全体容量 １，１５４，０００m３）
３．排水処理施設／ ７０m３／日

４．周辺環境整備施設
名称／ えさしクリーンパーク
主な施設／ 屋内温水プール：温水プール（２５m×６コース）、トレーニングルーム、
入浴施設 他 屋内ゲートボール場：ゲートボール２面、テニスコート１面（兼用）
屋外施設：テニスコート２面、屋外ゲートボールコート２面、多目的広場

出所：いわてクリーンセンター HP http://www.rnac.ne.jp／～iwatecln／より抜粋

図２ いわてクリーンセンターの全体処理工程図

蒸気
有機性汚泥
木くず
医療廃棄物
廃ブラスチック類

無機性汚泥
燃え殻
鉱さい

焼却施設 温水プール等

焼却灰 排水 再利用水

最終処分場 水処理施設

浸出水 （放流）

出所：いわてクリーンセンター HP http://www.rnac.ne.jp／～iwatecln／
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無利子融資（NTT－Cタイプ）は、クリーンいわて事業団が実施した廃棄物処理

施設整備の４割を占めている。次いで県貸付金、日本開発銀行による融資となっ

ている。

ここで大きな割合を占めているNTT－Cタイプ融資について言及しておきたい。

NTTの株式の売却収入を活用した無利子の貸付制度２１）は、「日本電信電話株式会

社の株式の売却収入の活用による社会資本の整備の促進に関する特別措置法（昭

和６２年法律第８６号）」に基づく制度であり、その中でも C－タイプ融資は、地方自

治体が出資した法人、第三セクターが民活事業として施設整備を行う場合に適

用され、その償還期限は１５年とされている。融資を受ける際に問題となるのは、

この融資が返済不能となった場合の返済主体についてである。信用力のある主

体が債務保証をして融資を受けるのが通常であり、一般的に第三セクターの場

合、債務保証の主体は出資した地方自治体である。廃棄物処理センターに対す

る NTT－Cタイプ融資の債務保証については「産業廃棄物処理事業振興財団」が

表４ 岩手県産業廃棄物処理モデル施設建設整備事業経費内訳 （単位：百万円）

実施区分 事業区分 事業費

財 源
事業区分
別割合県支援 建設基金 国庫

補助金
宝くじ
助成 借入金

（NTT無利子）（NTT低利子）（開銀特利）（県貸付金）

事
業
団
実
施
（
Ａ
）

用地補償費 ５６４ ５６４ ６．１％

調査・基本設計 ３３７ ５２ ４９ ２３６ １０ ２２６ ３．６％

処理施設建設費 ７１９５ １１５７ １００ １１８ ５８２０ ３３００ ４０ １２２０ １２６０ ７７．３％

防災調整池 ２６２ １２２ １４０ １２０ ２０ ２．８％

埋立処分場 ２０６５ ３７８ ２７ １６６０ ９２０ ４０ ３００ ４００ ２２．２％

水処理施設 ８０３ ９０ ２３ ６９０ ３８０ １５０ １６０ ８．６％

焼却施設 ３７２１ ４５１ ５０ ３２２０ １８００ ７２０ ７００ ４０．０％

付帯施設 １６７ ８７ ８０ ６０ ２０ １．８％

緑化、公園整備 １３３ １５ １１８ １．４％

施工管理費 ４４ １４ ３０ ２０ １０ ０．５％

事務・備品・開業費 ２１２ ５７ １５５ １５５ ２．３％

小計（A） ８３０８ ６１６ １２６３ １００ １１８ ６２１１ ３３１０ ４０ １２２０ １６４１ ８９．３％
（A）財源別割合（A）１００．０％ ７．４％ １５．２％ １．２％ １．４％ ７４．８％ ３９．８％ ０．５％ １４．７％ １９．８％

県
実
施（
Ｂ
）

余熱利用設計 ３７ ３７ ０．４％

余熱利用施設 ９６２ ９６２ １０．３％

小計（B） ９９９ ９９９ １０．７％（B）

合計
事業費総計 ９３０７ １６１５ １２６３ １００ １１８ ６２１１ ３３１０ ４０ １２２０ １６４１１００．０％

（A+B）財源別割合（A+B）１００．０％ １７．４％ １３．６％ １．１％ １．３％ ６６．７％ ３５．６％ ０．４％ １３．１％ １７．６％

資料出典：岩手県の行政資料より筆者作成
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行うことができる制度がある。この財団は１９９２年の特定整備法の制定によって

設立されたもので、同法１６条に規定されている。なお、財団の債務保証基金に

対して岩手県は３，５００万円を拠出している２２）。

借入金の次に大きな割合を占めている建設基金を見ていく。この建設基金１２

億６千万円は、県（３億３千万円）と市町村（１億６千万円）が５億円で、残

る７億円ほどが民間（製造業等３億４千万円、建設業３億円、医療業１億２千

万円）によって拠出されている。民間企業がこの建設基金に拠出した場合、廃

棄物の処理料金をいわば予納したとみなされ、拠出者は拠出額に見合った一定

量について、割り引かれた料金で処理を委託できる仕組みになっている。この

制度は、廃棄物処理法の第１５条の七に規定されている。なお、民間部門による

基金の拠出は業種を所管する大臣を通じて依頼することとなっている。

２０００年に特定施設整備法の改正と国庫補助の強化が行われ、現在では秋田県

の事例で見たように事業費の４分の１国庫補助（ただし同額県負担が条件）が

可能になった。この施設建設が行われた当時は、別の制度において国庫補助額

の上限が１億円であった。したがって、表４で明らかな通り、国庫補助が意外

に少ない点が指摘できる。

以上が施設整備事業の財源構成である。NTT－Cタイプ無利子融資という金融

措置を受けていた点、国庫補助は意外に少ない点、建設基金制度という特色あ

る財源などが注目される。

つぎに、同じく表４から事業区分別に見ていく。事業区分別で最も大きく費

用が割かれているのは、焼却処理施設の建設費用である。特別管理廃棄物の処

理のため、また、環境汚染を防止する最新の装置を設置するためにこの部分の

費用が膨らんだと考えられる。管理型埋立処分場の建設が次に大きな額を占め

ており、余熱利用施設である温水プールの建設費と続く。

事業費負担の主体別にみると、最も大きな負担をしている主体は岩手県であ

る。県支援だけでなく、県貸付金を合わせると事業経費の３５％にものぼる。こ

の他にも、すでにみたように建設基金への拠出といった負担をしている。

県の財政支出についてより詳細な内訳が表５である。なお、表５には、表４
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には掲載されていない支出項目が含まれている。これによると県の事業支出総

額は４４億２，６８４万円にのぼる。このほか、県は施設運営開始直後からクリーンセ

ンター運営費の「つなぎ・運転資金」として１０億円の短期貸付をおこなってき

た。また、施設整備に対する補助金の支出は行っていないが、用地取得につい

ての費用を全額負担していることがわかる。

表５の（１）に挙げたクリーンいわて事業団の基本財産への拠出金負担につ

いて、地方債発行が認められる。また、（１）（２）（４）の支出項目についても

同様に地方債の起債がみとめられ、起債充当率は都道府県のばあい７０％である。

これらの地方財政措置は特定施設整備法によって定められている（厚生省生活

衛生局水道環境部産業廃棄物対策室、１９９３、１８６頁）。

（６）の地元への交付金は、地元自治体である江刺市（当時）に対して、施設

立地地域の自治会の公民館整備や橋梁の整備といった事業費（総額１２億１，７００万

円）を対象に、その一部を県が交付金として支出したものである。（７）は、い

わてクリーンセンターの敷地内にある「えさしクリーンパーク」の建設費用で

ある。こうした（６）（７）の支出項目は、「周辺公共施設の一体的整備」とよ

ばれている。「国は（施設が立地している自治体の）地方単独事業に関して地方

債の起債認可についての配慮や特別地方交付税措置などの地方財政措置を、ま

た国庫補助事業に関して国庫補助の配分に対する配慮を行い、地方公共団体も

これら事業を重点的に行うように努める。」（厚生省生活衛生局水道環境部産業

表５ 公共関与施設整備に係る岩手県の財政支出

項 目 額（万円） 期 間
（１）基本財産への出えん ３３０ １９９１年
（２）建設基金への拠出 ３３，４００ １９９２年～１９９４年
（３）用地取得費 ６１，５１７ １９９２年
（４）建設費・運営費貸付 １７３，２３１ １９９１年～１９９５年
（５）経営費補助（派遣職員人件費） １９，３２０ １９９２年～１９９８年
（６）地元への交付金 ５５，０００ １９９２年～１９９６年
（７）余熱利用施設建設 ９９，８８６ １９９４年～１９９５年

合 計 ４４２，６８４
出所：クリーンいわて事業団の資料より筆者作成
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廃棄物対策室、１９９３、１７６頁。文中の括弧内は筆者挿入）と規定され、特定施設

整備法に基づいて地方交付税、国庫補助金、地方債制度が活用され、地方自治

体の財源確保にたいして中央政府が特段の配慮をとることとなっている。

以上のように、県の財政負担は多額にのぼっているが、中央政府が実施した

財政・金融的措置によって県財政からの支出が比較的容易になり、公共関与政

策が後押しされていたことがみてとれる。

これまでの施設整備に係る経費の分析をまとめると、次のようにいえる。

第一に、処理施設及び埋立施設の建設費は借入金、とくに NTT－Cタイプ無利

子融資によってまかなわれている。この借入金は１５年で返還するとされ、返済

ができなかったときの債務保証は岩手県が行っている。

第二に、県財政による支出が特徴的であった。県支出による事業は、用地取

得費用と施設立地地域への公共事業といった地元対策など、合意形成に密接に

かかわる部分に集中していた。中央政府は、地元住民への対策、合意形成を担

う主体として県を位置付け、これに関連する県の支出に対して手厚い地方財政

措置を用意していたのである。いわてクリーンセンターの施設整備事業費全体

をみると、県財政の役割、財政支出は大きいといえよう。しかしそれは、廃棄

物施設整備のために直接支出されたのではなく、用地取得や地元対策などが対

象であり、こうした県による支出を容易にするべく地方財政措置がとられてい

た。

第三に、公的負担の結果として、民間での負担が小さくなるという点である。

民間から支出された施設整備事業に係る費用は建設基金の７億５，０００万円と基本

財産への出資（寄付行為）５００万円であり、処理施設建設費用８５億円の１０％ほど

にすぎない。さらに、建設基金の負担に関しては、拠出した企業にとって処理

料金の予納、つまり、処理料金の前払いであり、負担とはいえない。産業廃棄

物処理は「事業者処理責任」が原則であり、今後、処理料金によって回収され

なければ、この原則が空文化することになる。
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３．３ いわてクリーンセンターの運営状況

つぎにいわてクリーンセンターの運営状況について明らかにする。

クリーンいわて事業団は基本財産１，０２０万円（県・市町村４９．０％、民間５１．０％）

の財団法人であり、廃棄物処理センター方式によって整備された「いわてクリー

ンセンター」（以下、センターとする）の管理・運営を担っている。ここで処分

される廃棄物の量は県内の廃棄物発生量の５％ほどであるが、処理能力が不足

している特別管理廃棄物（ここでは医療廃棄物や廃石綿など）の受け皿として、

県内の産業廃棄物処理における役割は大きい。

ここでは、これまでの事業実績および運営状況（グラフ４および５、表６お

よび７）をみながら分析をすすめる。

グラフ４および表６は、廃棄物の受け入れや管理にかかわる「廃棄物特別会

計」をもとに筆者が作成したセンターの運営状況である。このなかで補助金収

入とは、県からの補助金であるが、その中身のほとんどがセンターに派遣され

た県職員への給与支払いである。２００４年度から職員に対してセンターを介さず

直接支払うようになったために補助金が計上されていない。また、１９９８年から

２００１年にかけて、一部の施設整備やリサイクル事業の試験委託などについて、

県から補助金が給付されているため若干増加している。

事業収入（主に処理料金収入）と補助金収入を事業・運営費から差し引いた

経常収支は、１９９８年以降、黒字を続けている（グラフ４および表６）。これは搬

入量や処理量の増加によるものである。廃棄物処理法の制度改正によって排出

事業者責任の規定が強化され、排出事業者が適正な処理の実現を重視するよう

になったこと、安定型処分場で処理可能であった廃棄物が、規制強化のため、

管理型処分場への埋立を義務づけられるようになったことがその要因である。

表６において、借入金収入とは、いわば「つなぎ資金」の借り入れであり、

毎年の借り入れの一方で、資金を返済しつづけてきたことが読み取れる。つな

ぎ資金の借り入れと長期借入金の返済総額を相殺した「純返済額」は、２２億６，３００

万円となる。

次に廃棄物の受入実績についてみていく。まず、どのような業種や企業から
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の産業廃棄物を受け入れているであろうか。「財団法人クリーンいわて事業団中

期経営計画（案）」（２００４年１０月）によれば、２００３年度末における業種別契約件数

５，７３２件のうち、５５．２％が建設業、１９．５％が医療業、製造・サービス業が１２．１％

となっている。企業規模別のデータはとられていないが、県が実施したセンター

グラフ４ いわてクリーンセンターの運営状況（廃棄物特別会計）

表６ いわてクリーンセンターの運営状況（廃棄物特別会計） （単位：千円）

区分 １９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年

事業収入（A） ３４，７１２ ２２１，３５２ ３２８，７０３ ４８２，９５５ ６７４，８９２ ９００，３１４１，１０５，８６６１，２２０，１３９１，２６２，１１０１，１１０，３５０

県補助金収入（B） ２７，１４８ ３０，３３５ ３０，２６６ ６６，７３１ ５０，４７３ ３１，４６１ ４９，８１０ ４，８６３ ４，７７８ ０

事業費＋管理費（C） ２４５，１１６ ３８９，６２６ ４１５，９２７ ４０１，１５２ ４７１，４０３ ５５６，７３０ ５５８，２６２ ５４３，９７６ ５９６，５２０ ５８３，６８０

経常収支（A＋B－C） －１８３，２５６－１３７，９３９ －５６，９５８ １４８，５３４ ２５３，９６２ ３７５，０４５ ５９７，４１４ ６８１，０２６ ６７０，３６８ ５２６，６７０

１９９５－２００４年 経常収支累計 約２８億７４百万円

（単位：千円）

長期借入金返済（D） ４５，０００ ３７，０９８ ２８５，３５９ ８８６，７３８１，０８７，３０９１，４８７，８９１１，３３８，４８５１，１３９，０９１ ９１９，７０９ ７９０，３３９

借入金収入（E） ２０３，４９６ ２００，０００ ５００，０００ ７００，０００１，１００，０００ ９５０，０００ ７５０，０００ ５３０，０００ ４００，０００ ４２０，０００

純返済額（D－E） －１５８，４９６－１６２，９０２－２１４，６４１ １８６，７３８ －１２，６９１ ５３７，８９１ ５８８，４８５ ６０９，０９１ ５１９，７０９ ３７０，３３９

１９９５－２００４年 純返済額累計 約２２億６３百万円

出所：いわてクリーンセンター事業報告書および（財）クリーンいわて事業団理事会議案より筆者作成

出所：表５に同じ
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に関する意識調査（「岩手県産業廃棄物実態調査報告書」１９９７年）において、セ

ンターに搬入していると回答した企業のほとんどは従業員３００人以上の大企業で

あった。２００６年現在でも廃棄物を搬入しているのは大企業・大規模事業所が中

心であると推測されるが、大規模事業者が自前で処理をはじめる例や、ゼロエ

ミッションが推進されたことにより、以前より搬入量は少なくなったという。

最近になって中小企業を中心とした建設業の契約数が増加しており、これは石

膏ボードが規制強化により安定型ではなく管理型処分場に搬入することが義務

付けられたためだという２３）。中間処理が必要である特別管理廃棄物（例えば、医

グラフ５ いわてクリーンセンターの廃棄物受け入れ実績

表７ いわてクリーンセンター廃棄物受け入れ実績 （単位：トン）

区分 １９９５年 １９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年 ２００３年 ２００４年

焼却 計 １，２５７ ６，９３９ １０，２６８ １１，４００ １４，６５２ １３，２７３ １２，１６７ １４，８９４ １３，４９７ １１，１２０

埋立 計 ８９０ ８，６３０ １２，６５９ １７，７９１ ２５，０４１ ３５，４２２ ４６，４２６ ４２，７５６ ４４，２６４ ４０，５３６

合計 ２，１４７ １５，５６９ ２２，９２７ ２９，１９１ ３９，６９３ ４８，６９５ ５８，５９３ ５７，６５０ ５７，７６１ ５１，６５６

出所：いわてクリーンセンター事業報告書より筆者作成

（
百
ト
ン
）

出所：表５に同じ
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療系廃棄物）の搬入量が少なく、中間処理施設の稼動率が低い傾向がこれまで

指摘されてきたが２４）、この状態は現在でも大きな改善を見せていないことがわか

る。全体の搬入実績は増加しているものの、焼却・中間処理する廃棄物は目立っ

て増えていない（グラフ５および表７）。

なお、現在運営している埋立地は、２００７－８年に埋め立てが終了する予定であ

り、そのため２００６年度から第二期の最終処分場建設工事が実施される。資金調

達先は、国庫補助１４億円、県補助金１４億円、建設基金（民間拠出）４億円、借

入金４１億円＝計７３億円を見込んでいる。しかし、借入金４１億円のなかでも大き

な期待を寄せていた NTT－Cタイプ融資が、中央政府の財政難への対応により、

新規事業に対する融資を行わないとされており２５）、事業団では日本政策投資銀行

及び市中銀行からの融資を検討している。

最後に、岩手県における公共関与政策の効果について付言しよう。政策導入

当初から、岩手県は、「民間の処理業者を適正処理へと誘導するための指標の確

立」を政策目的として掲げていた。岩手県内の民間処理業者はセンターの処理

料金が公開されたため、これを処理料金設定の目安とし、値上げした２６）。排出事

業者や処理業者による適正処理に結び付いているかは確認できないが、少なく

とも民間の処理料金を高い水準へ誘導し、従来に比べて適正処理が可能な料金

水準を一般化させるという政策効果は認められるといえよう。

以上、岩手県における公共関与政策に関連する経費の構造や施設の運営実態

を明らかにしてきた。これらをまとめながら、岩手県における公共関与政策に

ついての問題点や直面する課題をいくつか指摘しておく。

第一に、事業者処理責任原則が貫かれていないという問題である。土地の購

入や建設費、周辺整備費用にたいして県や中央政府からの補助金が支出されて

いるが、こうした補助金支出を差し引いた「原価」をもとに処理料金の水準が

決められている２７）。また、建設基金制度にもとづく拠出についても事業者による

「負担」というよりも処理料金の予納であった。

とはいえ、料金水準が不当に低く設定されているわけではない。むしろ一般

産業廃棄物処理と自治体財政－「公共関与」政策の事例分析－ ２０９



の処理業者よりも高い水準であり、処理料金をより高い水準に誘導して適正処

理を促すという、「誘導的指標」の役割を果たしてきた。補助金などによって下

駄を履かせている状態にもかかわらず、民間の処理業者よりも高い料金水準で

あることは、通常の処理料金がいかに低く設定されているかを物語っている。

第二に、資金回収の困難性である。現在までのところ運営状況は改善を見せ

ているが、埋立終了期間内に借入金をすべて回収できるかについては、厳しい

状態にある。表６のように、２００４年度までで３０億弱の累計黒字を出してはいる

が、処理料金による建設費の回収、借入金の返済への道のりは遠いといえよう２８）。

第三に、広域処理の問題である。他県の廃棄物を搬入し処理すること（広域

処理）に対して地元住民の反対が強く、センターは県内で発生した廃棄物に限っ

て受け入れている。青森・岩手県境大規模不法投棄事件では首都圏からの廃棄

物がそのほとんどを占めていた。こうした教訓から、北東北三県は法定外税に

よる産廃課税を制度化し、とくに県外からの持込には別途「環境協力金」を徴

収するなど、流入規制策を実施している２９）。一方、中央政府・環境省は産業廃棄

物の「広域処理」を推進しており、こうした流入規制には慎重な立場に立って

いる。

中央政府が推進し、いわてクリーンセンターが適用を受けている処理センター

方式は、そもそも「広域処理」の受け皿としての機能が期待され、財政・金融

的措置もこうした期待を背景に導入されているといってよい（拙稿、２００６）。中

央政府による処理センターの指定要件の中にもこの点は盛り込まれており、事

業団設立の際の「寄付行為」（会社でいうならば定款にあたる）に、廃棄物の受

け入れ地域を限定した場合は指定しないとされている３０）。しかしながら、いわて

クリーンセンターの場合、寄付行為に書き込まれてはいないが、施設の運用上、

県外廃棄物の受け入れを行っていないのである。今後、中央政府による公共関

与政策が強められる中で、改めて広域処理の受け皿としての処理センター方式

が追求され、県内産廃のみを受け入れるという岩手県・事業団の方針と対立す

るのではないかと懸念される。
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まとめにかえて

以上、わが国における産業廃棄物処理への「公共関与」政策について、最も

早い時期から県単独で政策を実施してきた秋田県と、中央政府の制度を利用し

て施設整備を推進した岩手県の２つの事例を分析してきた。わが国の公共関与

政策は、第Ⅰ期（１９７０－１９９２年）：自治体単独による公共関与、第Ⅱ期（１９９２－２０００

年）：中央政府の財政・金融的措置＝「廃棄物処理センター」方式の導入、第

Ⅲ期（２０００年以降）：「廃棄物処理センター」方式の強化・拡充、という三つ

の時期区分が可能であるが（拙稿、２００６）、第Ⅰ期に対応する事例が秋田県であ

り、第Ⅱ期に対応するのが岩手県の事例であった。

秋田県が実施した公共関与政策は、中小企業振興や産業振興を目的とし、管

理型埋立処分場の運営を中心としてきた。中央政府の財政的関与はほとんどな

く、県単独の財政支出によって実施されてきた。一部、産業廃棄物処理事業債

が利用されていたものの、これに対する交付税措置といった地方財政措置はと

られなかった。そのため県財政の負担は大きかったが、岩手県のように高度な

焼却処理施設などを建設しなかったため、建設経費と埋立終了後の維持管理経

費の回収にめどが立っている。処理料金の設定や運営について自律性をもち、

中小企業からの廃棄物のみを受け入れ、大規模事業所からの受け入れをおこな

わないといった独自の政策展開をしている。

それに対して、岩手県の事例は、高度な焼却処理施設を備えており、大規模

事業所からの廃棄物の受け入れが多数を占める。施設建設の財源において、NTT

無利子融資制度による資金が大きな役割を果たしていた。国庫補助や起債発行、

基準財政需要額の算定といった財政・金融的措置によって県負担が軽減された

ものの、周辺施設整備などを中心とした県の財政負担は大きかった。１９９１年の

廃棄物処理法改正および特定施設整備法の制定（１９９２年）は、地方財政措置や

金融措置を駆使することで、産業廃棄物の高度な処理施設の立地・建設（厳密

には周辺の施設整備による処理施設の立地促進）へと自治体財政を巻き込んで

いったのである。無利子融資などによって軽減されているとはいえ、焼却処理
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施設の整備などの建設経費が多額であり、資金回収は今後しばらくかかる見込

みである。また、広域処理の受け皿としての役割を期待する中央政府と、県外

廃棄物を受け入れないという地元住民・県との間の齟齬もかいまみられた。

最後に、事例分析・比較を通じて、地方自治体による産業廃棄物処理への公

共関与政策についての問題点等、いくつか指摘しておく。

第一に、２つの公共関与政策に共通して「廃棄物の発生抑制」という視点が

欠如していることである。廃棄物政策は、「適正処理の確保」と「廃棄物の発生

抑制」の同時達成を目的としなくてはならない。しかし、本稿で分析したよう

に、公共関与政策という場合、もっぱら公共部門による処理施設の整備・拡充

を意味し、適正処理能力の確保が政策の重点に置かれていた。事業者処理責任

原則を空洞化せず、発生抑制のインセンティブを内包した公共関与政策（施設

整備のあり方や財源調達手法）について明らかにしていく必要がある。これは、

今後の研究課題として残される。

本来、「公共関与」とは文字通り、産業廃棄物の適正処理と発生抑制を同時達

成するための、公共部門による直接規制なども含めたあらゆる「関与」を意味

する。しかしながら、実際の公共関与政策においては、処理施設整備に公共部

門が乗り出すという側面が強調され、一般廃棄物政策と同様に適正処理能力の

確保＝施設建設にとどまっているといえよう３１）。どのような財源で施設を整備し、

どのように運営すれば、適正処理だけでなく発生抑制も同時に実現できるのか

という点が解明され、実践されなければならないのである。

とはいえ、秋田・岩手両県は、青森県とともに産業廃棄物課税を導入するな

ど、発生抑制を政策目標に掲げ実践してきている。今後は、公共関与による施

設整備と産廃税をどのように関連付け、政策体系全体を構築していくかが問わ

れる。また、秋田県においては、すでに述べたように大規模事業所からの廃棄

物は受け入れず、どうしても受け入れが必要な場合は短期間に限定し、当該事

業所には減量計画を提出させているが、公共関与施設の運営と行政指導の組み

合わせという点で注目すべき取り組みであろう。さらに、岩手県で導入されて

いた建設基金制度は、民間企業から処理料金を予納させるという極めてユニー
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クな制度であり、産業廃棄物版のデポジット制度ともいえ、注目に値する。建

設基金の規模や民間による拠出額は現時点で小さいが、今後、大規模に取り入

れるなどの試みが期待される。

第二に指摘しておきたいのは、中央政府の政策意図と地方自治体による政策

の相克である。中央政府の制度に基づいて建設・運営されていた岩手県と、県

単独事業として実施してきた秋田県では、相違点がいくつかみられた。最も注

目すべき相違点は、廃棄物の排出事業者の規模である。秋田県では中小企業か

らの受け入れを原則としていたのに対して、岩手県では大規模事業所からの受

け入れが大部分を占めていた。

特定施設整備法の制定および処理センター方式の設立の背景には、高度な処

理が必要な特別管理廃棄物の区分ができ、受け皿が必要となったことや、処分

場の逼迫によって処理料金が高騰し、産業活動に悪影響を及ぼすことへの懸念

があり、いわば「産業政策」として処分場を整備することが政策目的として設

定されていた（拙稿、２００６）。岩手県の事例では、いやがおうにもこうした特定

施設整備法の背景が影響し、その結果、大規模事業所から排出される廃棄物の

処理が業務の中心となっていたといえる。実際に、岩手県では、地元である江

刺市における企業誘致の成功を、こうした「産業政策」による成果として捉え

ている３２）。このような「産業政策」としての側面は、産業振興を目的と掲げつつ

も中小企業からの受け入れに限定し、「福祉国家的役割」を担ってきた秋田県の

政策と対照的である。ちなみに、処理センター方式においては、秋田県の事例

のような企業規模による搬入の規制は、認められていない３３）。

以上のように、岩手県の場合、廃棄物処理センターとしての指定要件もあり、

運用段階での独自の枠組みを設けることはできず、中央政府の政策意図に強く

規定されていた。そのため、秋田県の事例との間に大きな相違が生じたといえ

よう。

しかし、こうした中央政府の意向がすべて受け入れられ、政策意図が貫徹し

たわけではなかった。民間の処理業者の適正価格への誘導という岩手県独自の

政策的位置づけを与えたこと、また、住民への配慮から、他県からの廃棄物を
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受け入れず、県内で排出された廃棄物のみを受け入れてきたのである。とくに

受け入れ廃棄物の種類について、地元自治体の首長と協議をしながらきめるな

ど、地元に配慮しつつ慎重に対応しており３４）、中央政府が打ち出していた「広域

処理の受け皿」としては機能していない。

なお、２０００年の廃棄物処理法および特定施設整備法改正によって、現在の公

共関与の形態は大きく変わり、その意味も転換しつつあると筆者は考える。こ

の点については別稿を用意したい。

謝辞：本稿の作成にあたって、秋田県環境保全センター、秋田県庁、いわてク

リーンセンター、岩手県庁の方々に、資料提供や問い合わせの対応等、大変お

世話になった。日々の政策実践に敬意を表するとともに、心から感謝申し上げ

たい。

注

１）１９８０年代は、大阪湾の海面埋立最終処分場「フェニックス計画」が策定され、これを
めぐる議論が展開された。それ以外に公共関与についての論議は影を潜める。このフェ
ニックス計画は、中央政府が特別立法を策定するなど国家規模の計画であり、わが国
における公共関与政策を解明する上で重要な事例であるが、本稿では取り上げない。

２）秋田・岩手両県における聞き取り調査による。たとえば、岩手県は毎年１０％の値上げ
を予定していたが、医療廃棄物については他業者との競争に勝てないことから断念し
た経緯がある。

３）秋田県産業廃棄物処理対策プロジェクトチーム『基本構想報告書』（１９７２）、１６頁。
４）同上、１６－１７頁。
５）厚生省生活衛生局水道環境部産業廃棄物対策室（１９９３）、４２４頁。
６）財団法人秋田県環境保全公社『設立発起人会議案』（日時：１９７６年１０月８日、於：秋
田県庁特別会議室）、４頁。

７）秋田環境保全公社理事会議案、１９８７年。
８）なお、操業開始当時の施設であって現在使用されていない、粉砕機及び焼却施設につ
いての建設費用に関しての財政負担に関連する資料は入手できなかった。

９）最終処分場は、安定型・管理型・遮断型があり、それぞれ受け入れることができる廃
棄物の種類が決められている。秋田県環境保全センターの処分場は、すべて管理型で
ある。

１０）産業廃棄物処理事業債の発行総額や詳細については、拙稿（２００６）参照。
１１）秋田県庁および県環境保全センターへのヒアリング調査（２００５年８月実施）による。
１２）秋田県環境保全センターへのヒアリング調査（２００５年８月実施）による。
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１３）秋田県庁ヒアリング調査（２００５年８月実施）による。
１４）厚生省生活衛生局水道環境部（２０００）および県へのヒアリング調査による。
１５）注１３）に同じ。
１６）秋田県の行政資料「秋田県環境保全センターの概要について」より。
１７）しかし近年、一般廃棄物でさえも広域処理がさけばれており、今後、このモデル事業
の要件としても広域処理が強く求められると予想される。

１８）この事業が地域社会に与えた影響についての分析は、土屋（２００１）がある。
１９）特定施設整備法の内容については厚生省生活衛生局水道環境部産業廃棄物対策室
（１９９３）が詳しい。
２０）『岩手県環境白書』１９９３年版、９８頁。
２１）NTT株の売却益を原資にした政府系の貸付資金。詳しくは門野（１９９９）。門野はNTT
融資事業を①省益確保にもちいられている、②バブルの加速、崩壊後は景気対策とし
て機能している、③地方圏においては補助金削減分を相殺する形で活用されている、
と特徴付けている。

２２）なおこの県による「拠出」については、特定施設整備法に基づき、地方交付税の基準
財政需要額への算入措置がとられる。

２３）いわてクリーンセンターへのヒアリング調査（２００５年６月実施）による。
２４）財団法人クリーンいわて事業団「いわてクリーンセンター５年のあゆみ」、２０００年。
２５）２００５年度の国の予算方針によると、NTT無利子融資は廃止を基本として、現在計画
されている案件に限り融資を継続する予定となっている。

２６）注２３）に同じ。
２７）同上。
２８）なお、事業団の試算によると、２０１１年に未償還元金がゼロになるとしている。
２９）とくに北東北三県（青森・岩手・秋田）は１９８０年代後半から首都圏からの廃棄物の搬
入に悩まされてきており、搬入に対しては条例によって事前協議を義務付けている。
こうした廃棄物の広域移動の実態については、河北新報報道部（１９９０）を参照。

３０）平成５年３月３１日衛環第１１２号 各都道府県廃棄物行政主管部（局）長あて厚生省生
活衛生局水道環境部環境整備課長通知。

３１）わが国の一般廃棄物処理の主体は市町村であるが、１９７０年代以降、廃棄物の処理能力
の拡大が優先され、処理施設建設を促進する財政条件が成立していった。こうして一
般廃棄物の発生抑制へむけた政策は置きざりにされ、処理需要と財政負担だけが増大
していった。拙稿（２００３）参照。

３２）産業廃棄物処理事業振興財団（２００５）によれば、岩手県は、地元首長が「企業誘致に
向けた産業基盤としての必要性」を住民に訴えたことを立地がスムーズに決まった要
因として挙げている。さらに、その後の江刺市（現在、奥州市）では実際に、９２ha
の工業団地が完売、５４社が立地、工業団地の拡大が必要になるほどの成長を続けてい
ると指摘している（９頁）。

３３）「産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法律第二条第二項に規定す
る特定施設の整備に関する基本方針」（平成４年１１月１７日厚生省、農林水産省、通商産
業省、運輸省、建設省、自治省 告示第１号）によれば、「特定施設の利用者を特定の
排出事業者等に限定する等の不当な差別的扱いを行わないこと」と規定されている。

３４）いわてクリーンセンターへのヒアリング調査（２００５年６月実施）による。このほかに、
地元の水質汚染の懸念への対応として、３．６㎞のパイプラインを引いて地元河川には一
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切排水を流さないといった対策を行っている（産業廃棄物処理事業振興財団、２００５、
９頁）。こうした対策・対応は、民間の処理業者には無理であろう。
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